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別紙１ 

図１ 広域案内図 
「地図閲覧データ」（国土地理院）を基に交通局作成 

図２ 詳細案内図 
「地図閲覧データ」（国土地理院）を基に交通局作成 

有明自動車営業所 

有明自動車営業所 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

図３ 用途地域図 
測量図（株式会社すみれ測量設計事務所作成）を基に交通局作成 

工業専用地域 

準工業地域 



 

事業実施計画書作成に当たっての留意事項 

  

公募要項 10（２）イの事業実施計画書の作成に当たっては、以下の主な記載事項及び留

意事項を確認の上、書類を提出すること。 

 なお、作成に当たって質問がある場合は、様式２「質問票」により問い合わせること。 

 

（ア）水素ステーション等 

 ａ 本事業の実施に係る構想、実施期間等 

 主な記載事項 

 理念、基本方針、実施期間等 

 留意事項 

 
○ 実施期間は、整備から原状を回復した上で土地を返還するまでの期間とし、17 年以上

20 年以下の期間内で記載すること。 

 ｂ 水素ステーションの仕様及び図面 

 主な記載事項 

 
水素供給能力、水素貯蔵規模、その他設備に係る仕様、施設全体計画図、 

設備配置計画図、システムフロー図、主要プロセス図等 

 留意事項 

 

○ オフサイト方式により設置する場合は、水素の貯蔵規模、搬入頻度及び１回当たりの

搬入に要する時間を併せて記載すること。 

○ 水素ステーションの仕様について、設備構成を記載するとともに、設備を２系統化す

る場合はその旨記載すること。 

 また、１系統による稼働時の水素供給能力についても、併せて記載すること。 

○ 水素供給能力について 

・１日の運営時間を 12 時間とした場合の平均的能力を示すこと。 

・水素の量は重量単位（Ｋｇ又は t）で表すこととし、１Ｎ㎥=0.089Ｋｇとして換算す

ること。 

・充填可能車両数に係る情報として、①１日当たりの車両数、②１時間当たりの車両数、

③１両目への充填終了から２両目の充填開始までに要する時間を記載すること。 

 また、設備を２系統化する場合は、１系統による稼働時における①から③までの数値

についても併せて記載すること。 

○ 設備に係る仕様について 

 ・主要機器・材料の仕様（材質、消費電力、能力等）について示すこと。 

 ・水素脆化への対策について示すこと。 

○ 図面について 

 ・施設全体計画図は、建築物や設備等の配置及びバスの軌跡を表すこと。 

※オフサイト方式の場合は、水素搬入車両の軌跡も表すこと。 

・設備配置計画図は、詳細な設備の配置等を表すこと。 

 ・システムフロー図は、各設備の能力を図中に表すこと。また、バルブ等の配置も示す

こと。 

 ・主要プロセス図は、水素供給までの設備の動作を端的に表すこと。 

 ・その他、採用予定の機器図等、提供可能な図面について提出すること。 
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 ｃ 人員配置体制及び運営管理体制 

 主な記載事項 

 
（人員配置体制）担当者の配置、役割分担、資格等 

（運営管理体制）ガイドライン、マニュアル、連絡体制等 

 留意事項 

 ○ 人員配置体制については、非常時における体制も記載すること。 

 ｄ 故障防止及び早期復旧に向けた対策 

 主な記載事項 

 
【記載例】設備・機器の故障防止、安定稼働に向けた取組、故障時の設備・機器メーカー

との連絡体制等 

 留意事項 

 ○ 有明営業所内での運営となるため、営業所への連絡・調整も含めた対策とすること。 

 
ｅ 他の水素ステーションが稼働停止した場合等、他のバス事業者の燃料電池バスの

受入れに係る対応想定、受入体制等の計画 

 主な記載事項 

 
【記載例】受入体制、予約受付方法、他の水素ステーションや有明営業所との連携、営業

時間延長の対応等 

 留意事項 

 
○ 平常時の充填車両の充填スケジュールに影響を及ぼさないタイミングでの受入れとな

るよう計画すること。 

 ｆ 点検補修計画 

 主な記載事項 

 【記載例】法令等に基づく設備・機器の保守・点検、交換・改修計画等 

 留意事項 

 
○ 法令等に基づく定期点検等、水素ステーションの運営を停止する可能性があるものに

ついては、点検・補修に必要となる期間も記載すること。 

 ｇ 整備スケジュール 

 主な記載事項 

 水素ステーションの施設及び設備の係る設計、工事等、開所までのスケジュール 

 留意事項 

 ○ 予定している整備完了時期、開所時期を明確に記載すること。 

 

  



 

 

（イ）会社概要等 

 ａ 会社概要など応募者の経歴等 

 主な記載事項 

 
設立年月日、資本金、組織図、役員名簿、事業内容、決算概要（直近３箇年）、 

主要取引先、水素ステーションに係る事業その他これに類する事業の実績がある場合に

あっては、当該実績が分かる資料等 

 留意事項 

 
○ 応募者がグループ又は合同会社である場合は、構成企業（合同会社の場合は各社員）

についても資料を提出すること。 

 ｂ 会社法（平成 17 年法律第 86 号）に定める計算書類一式 

 主な記載事項 

 損益計算書、貸借対照表、営業報告書その他これらの付属明細書等 

 留意事項 

 
○ 応募者がグループ又は合同会社である場合は、構成企業（合同会社の場合は各社員）

についても資料を提出すること。 

 ｃ 応募者の組織における内部統制・コンプライアンス体制 

 主な記載事項 

 応募者の組織における行動規範、コンプライアンスに取り組んでいくための体制等 

 

（ウ）水素ステーション運営計画 

 水素ステーションの運営、水素価格、整備・運営上の事故を防止し、安全を確保する

ための対策等に係る計画 

 主な記載事項 

 
年間運営日数、運営時間、人員体制、水素ステーション開所時の水素価格、事業運営期

間中の水素価格の設定に係る考え方、整備・運営上の事故防止・安全確保対策、有明営

業所との連携体制等 

 留意事項 

 
○ 運営日数について、法令等に定められた点検に係る休止予定日数を記載すること。 

○ 有明営業所の業務運営に支障を来さないための対策について、公募要項に示す対応の

ほか、具体的な対策がある場合は提案すること。 

○ 水素価格に関する計画について、公募要項８（13）を必ず確認すること。 

○ 水素ステーション開所時の水素価格の提案に当たっては、算定根拠も併せて提案する

こと。 

○ 事業運営期間中の水素価格の設定に係る考え方における価格改定事由の提案に当たっ

ては、増額・減額にかかわらず想定し得る改定事由を提案すること。特に、増額改定を

行う想定がある場合は、価格改定の条件及びその理由を詳細に示すこと。 

 



 

（エ）周辺環境への配慮等 

 周辺環境への配慮及び交通の安全を適切に確保するための対策に係る計画 

 主な記載事項 

 
（整備）工事期間における騒音、振動、ほこり等の影響排除に対する具体的対策、 

    工事搬入車両の入出庫や有明営業所のバス車両動線に係る安全確保策等 

（運営）車両出入り時の誘導の実施、誘導灯、ミラーの設置等 

 留意事項 

 ○ 有明営業所内での運営となるため、営業所との連絡・調整も含めた計画とすること。 

 

（オ）環境対策 

 脱炭素化等の環境負荷の低減に向けた対策に係る計画 

 主な記載事項 

 
【記載例】施設・設備に係る省エネルギー性や環境への影響に配慮した取組、水素の製造・

運搬時の対策、運営期間中において将来的に実施を想定している対策等 

 



 
 

 
 

東京都交通局有明自動車営業所における水素供給設備整備・運営事業者選定基準 
 

 

審査項目 配点 

水素供給能力が高く、燃料電池バスを円滑に受け入れられる設備で

あること。 20 点 

故障防止及び早期復旧に向けた対策が図られていること。 15 点 

他の水素ステーションが稼働停止した場合等、他のバス事業者の燃

料電池バスの受入れが可能であって、受入時に交通局の利用に支障

を来さない対策が図られていること。 
5 点 

早期開所に向けた整備スケジュールであること。 5 点 

事業を着実に遂行するために必要な体制となっていること。 5 点 

事業実施期間において、着実に遂行するために必要な経営基盤や実

績等を有していること。 10 点 

交通局へ販売する水素価格について、合理的かつ経済的な価格を予

定していること。 15 点 

水素ステーションの整備・運営上の事故を防止し、安全を確保でき

る対策が図られていること。 10 点 

水素ステーションの整備・運営において、周辺環境への配慮及び交

通の安全を適切に確保するための対策が図られていること。 5 点 

脱炭素化等の環境負荷の低減に向けた配慮がなされていること。 10 点 

合計点  100 点 

 

※次の（１）から（３）までのいずれかに該当する事業者は失格とし、選定しない。 
（１）事業内容等評価点が６０点未満の場合 
（２）審査内容の項目において０点（提案なし・不適格）の項目がある場合 
（３）公募要項に規定する要件を満たさない場合 
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